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クラサスケミカル株式会社に対する東京証券取引所からの上場承認に関するお知らせ 
 

当社は、2026 年 8 月 25 日付「クラサスケミカル（石油化学事業）のパーシャル・スピンオフの実行

に関する決議のお知らせ」にて公表いたしましたとおり、同日開催の取締役会において、石油化学事業

を営む当社の完全子会社であるクラサスケミカル株式会社（以下「クラサスケミカル」）のパーシャル・

スピンオフ（以下「本スピンオフ」）を 2026年 10月 1日付で実行することを決議しました。 

本スピンオフは、東京証券取引所（以下「東証」）からクラサスケミカルの普通株式（以下「クラサス

ケミカル株式」）の上場承認が得られ、その承認が取り消されないことを効力発生の条件としています

が、本日、東証からクラサスケミカル株式の東証スタンダード市場への上場が承認されましたので、お

知らせします。 

 

記 

 

1. 現物配当及びクラサスケミカル株式上場日程（予定） 

日程 内容 

2026年 9月 28日（月曜日） 当社普通株式（以下「当社株式」）の権利付最終日 

2026年 9月 29日（火曜日） 当社株式の権利落ち日 

クラサスケミカル株式の東証上場予定日（分配対象となる

クラサスケミカル株式の東証での取引が可能となる日） 

2026年 9月 30日（水曜日） 現物配当基準日 

2026年 10月 1日（木曜日） 現物配当効力発生日/分配実行日 

 

2. クラサスケミカル株式の上場日の株価形成 

2026年 7月 6日付「クラサスケミカル（石油化学事業）のパーシャル・スピンオフに関するアップデ

ートのお知らせ」にて公表いたしましたとおり、クラサスケミカル株式の上場日における初値は、当該

上場日の最初の板中心値段を基準に定められる気配運用の上限値段及び下限値段にそれぞれ通常の更

新値幅分を加味した範囲内で、投資家の同株式に対する実際の需給に基づき決定されます。なお、本ス

ピンオフに伴うクラサスケミカル株式の上場においては、ダイレクトリスティング方式が採用されるた

め、かかる最初の板中心値段は、幹事取引参加者であるみずほ証券株式会社が提出する流通参考値段を

参考に、東証により決定されます。流通参考値段については、上場することとなる日の 1週間前の日ま

でに日本取引所グループの「新規上場会社情報」ウェブサイトに掲載される予定です。 

日本取引所グループ「新規上場会社情報」： 

https://www.jpx.co.jp/listing/stocks/new/index.html 

https://www.jpx.co.jp/listing/stocks/new/index.html
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クラサスケミカル株式の上場日における株価形成を含む本スピンオフの詳細については、以下の当社

ウェブサイトをご参照ください。 

クラサスケミカル株式会社のパーシャル・スピンオフについて： 

https://www.resonac.com/jp/ir/crasus/notice20260706.html 

 

3. 当社連結業績への影響 

本スピンオフの実行による当社連結業績への影響は精査中であり、現時点では確定していません。

本スピンオフの実行後、当社が保有するクラサスケミカル株式の持分比率は 20%未満となるため、

クラサスケミカルは当社の連結子会社ではなくなり、かつ、当社はクラサスケミカルに重要な影響

力を有しない見込みであるため、持分法適用対象外となる予定です。なお、本スピンオフの実行に

伴う会計処理の詳細については、2026 年 8 月 25 日付「クラサスケミカル（石油化学事業）のパー

シャル・スピンオフの実行に関する決議のお知らせ」をご参照ください。 

 

クラサスケミカル（石油化学事業）のパーシャル・スピンオフの実行に関する決議のお知らせ： 

https://www.resonac.com/system/files/2026-08/20260825_Resonac_news_j.pdf 

 

以 上 

 

本発表文は証券の売付けの申込み、又は、証券の買付けの誘引もしくは申込みの勧誘を行うものではありません。本

発表文は、本スピンオフ及びクラサスケミカル株式の上場に関して一般に公表するものであり、投資の勧誘又はその

他の類似行為を行うためのものではありません。米国 1933 年証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登録の免除

を受ける場合を除き、米国において証券の勧誘又は販売を行うことはできません。 

 

https://www.resonac.com/jp/ir/crasus/notice20260706.html
https://www.resonac.com/system/files/2026-08/20260825_Resonac_news_j.pdf

